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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 555,477 △18.5 13,732 41.1 13,448 63.1 5,539 115.6
21年3月期 681,376 △9.0 9,729 △47.1 8,245 △51.9 2,568 △51.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 22.22 20.36 9.6 3.7 2.5
21年3月期 10.25 9.16 4.5 2.1 1.4

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  377百万円 21年3月期  320百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 366,110 67,999 16.6 248.03
21年3月期 366,308 61,173 14.8 216.20

（参考） 自己資本   22年3月期  60,930百万円 21年3月期  54,168百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 27,787 △12,808 △16,518 19,021
21年3月期 33,209 △20,508 △10,754 20,376

2.  配当の状況 

（注）22年3月期期末配当金の内訳 記念配当3円 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― ― ― 5.00 5.00 1,254 48.8 2.2
22年3月期 ― ― ― 8.00 8.00 1,967 36.0 3.4

23年3月期 
（予想）

― ― ― 5.00 5.00 20.5

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

291,700 17.3 3,000 15.4 2,500 1.8 350 △70.6 1.42

通期 640,000 15.2 14,700 7.0 13,900 3.4 6,000 8.3 24.43

－ 1 －



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

〔（注）詳細は、19ページ「（7） 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

〔（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については24ページ「1株当たり情報」をご覧下さい。〕 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 251,365,028株 21年3月期 251,365,028株

② 期末自己株式数 22年3月期  5,718,392株 21年3月期  821,879株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 408,967 △18.8 6,568 440.2 7,596 298.7 2,762 163.2
21年3月期 503,654 △13.2 1,215 △89.0 1,905 △82.2 1,049 △76.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 11.06 10.13
21年3月期 4.18 3.73

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 262,144 53,089 20.3 215.82
21年3月期 256,661 50,265 19.6 200.37

（参考） 自己資本 22年3月期  53,089百万円 21年3月期  50,265百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。 
なお、業績予想に関する事項は、4ページ「（2） 次期の見通し」をご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

213,800 17.7 1,200 310.0 1,400 44.7 600 8.7 2.44

通期 472,000 15.4 7,400 12.7 7,600 0.0 3,500 26.7 14.23

－ 2 －



【定性的情報・財務諸表等】 

 

1.経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

 

当連結会計年度における日本経済は、世界経済の緩やかな回復を背景に輸出や生産が上向く中、個人消費にも持

ち直しの動きが見られたものの、設備投資は減少傾向であり、失業率も高水準となるなど、依然として厳しい状況

が続きました。 

このような状況のもと、当社グループは、持続的な成長に向けて、「成長力の強化」と「財務体質の改善」を図

る取り組みを進めました。 

エネルギー等生活関連事業では、ＬＰガス事業の収益力の強化に向け、Ｍ＆Ａ等によるＬＰガス消費者戸数の拡

大を進めるとともに、ＬＰガス供給体制の効率化や、調達方法の見直しを推進しました。また、京都府北部での都

市ガス事業への本格参入や、住宅メーカーと提携した家庭用燃料電池の販売など、総合エネルギー事業の新たな展

開にも取り組みました。産業ガス関連事業では、生産・物流体制の見直しなど、コスト削減に注力する一方で、液

化水素の需要拡大を受け、千葉で東日本初の液化水素製造プラントが営業運転を開始するなど、水素分野の事業基

盤の拡充を進めました。マテリアル・エレクトロニクス関連事業では、製造業の設備投資の抑制や在庫調整の影響

を受けましたが、鉱物原料事業の採掘効率の改善に取り組むとともに、新商品開発・販路開拓を積極的に行いまし

た。 

このほか、水素エネルギー社会の実現に向けては、水素自動車の長距離走行の実証や、各地での水素サイエンス

教室の開催など、水素への理解を深める取り組みを実施しました。また、当社グループが参画した「北九州水素ス

テーション」が９月に運用を開始しました。 

 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高5,554億77百万円（前年度比1,258億99百万円の減収）、営業利

益137億32百万円（前年度比40億２百万円の増益）、経常利益134億48百万円（前年度比52億３百万円の増益）、

当期純利益55億39百万円（前年度比29億70百万円の増益）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。 

 

【エネルギー等生活関連事業】 

エネルギー等生活関連事業では、消費者の節約志向や高効率機器の普及によりＬＰガスの民生用需要が減少する

とともに、景気の停滞により工業用需要も低迷するなど、厳しい事業環境となりました。 

ＬＰガス輸入価格については、前年度後半に大幅に下落した後、当期は原油の値上がりを背景に上昇傾向で推移

しました。 

このような環境のもと、卸売分野及び小売分野の収益の拡大に継続的に取り組むとともに、低採算取引の解消を

図りました。主力の民生用ＬＰガスは、販売数量の減少に加え、ＬＰガス輸入価格が前年度の平均価格より低下し

たことを受けて販売価格が下落し、売上高が減少しました。また、前年度はＬＰガス輸入価格の急落局面において

在庫が相対的に高値となった影響がありましたが、当期は上昇局面において在庫が相対的に安値となった影響もあ

り、増益となりました。 

この結果、当事業分野の売上高は、3,233億48百万円（前年度比16.3％の減収）、営業利益は142億19百万円

（前年度比262.2％の増益）となりました。 

 

【産業ガス関連事業】 

産業ガス関連事業では、半導体、電子部品、液晶、光ファイバーなど一部の好調な企業を中心に工場稼働率が上

昇し、窒素及び水素の販売数量は前年度を上回りましたが、広範囲の業種で需要が低調に推移した結果、酸素、ア

ルゴン、ヘリウム、炭酸ガスは販売数量が減少しました。液化水素については、新規顧客が増加したことにより、

販売数量が伸長しました。 

また、企業の設備投資は依然として厳しい状況にあり、溶接材料やガス関連設備は減収となりました。 

 

この結果、当事業分野の売上高は、1,120億91百万円（前年度比20.4％の減収）、営業利益は37億48百万円

（前年度比48.5％の減益）となりました。 
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【マテリアル・エレクトロニクス関連事業】 

マテリアル分野では、合成樹脂部門は食品業界向けにＰＥＴ樹脂の販売数量が伸長しましたが、樹脂価格の下落

により売上高が減少しました。セラミックス部門は、西豪州の鉱物原料事業が改善したことに加え、チタン原料の

販売が好調となったものの、製鉄業界向け耐火物原料や電子部品業界向けセラミックス原料が在庫調整の影響によ

り減収となりました。金属部門は、国内市況の低迷や建材業界向けの需要減少により、ステンレス鋼の販売が大き

く落ち込みました。また、中国での精密部品加工事業は低調に推移しました。 

電子・機械分野では、医薬業界向けの機械設備は堅調に推移しましたが、幅広い業界での設備投資抑制により、

海外向けを中心とする板金溶接機械や自動車業界向け粉末成形装置など各種機械設備の販売は低調に推移しまし

た。また、半導体製造装置の販売も大幅に落ち込みました。 

 

この結果、当事業分野の売上高は、1,086億５百万円（前年度比22.9％の減収）、営業利益は５億22百万円（前

年度比84.4％の減益）となりました。 

 

【その他の事業】 

売上高は114億32百万円（前年度比16.2％の減収）、営業利益は８億87百万円（前年度比22.4％の減益）と

なりました。 

 

（２）次期の見通し 

 

今後の見通しにつきましては、日本経済は、企業の設備過剰感や厳しい雇用環境が懸念されるものの、新興国を

中心とする世界経済の回復を背景に、輸出や生産の増加傾向が継続し、個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩

やかな回復基調が続くものと予測されます。 

一方、当社グループの主力であるＬＰガス事業では、中東でのＬＰガス増産が見込まれている中、原油高を背景

にＬＰガス輸入価格が高値で推移する一方、国内では業界再編が進展するとともに、電力業界や都市ガス業界との

エネルギー間競争が続くなど、変化の激しい事業環境になるものと思われます。 

このような状況のもと、当社グループでは2010 年度を初年度とする３ヵ年の中期経営計画「ＰＬＡＮ１２」を

通じて、経営目標である「成長力の強化」と「安定した財務基盤の確立」の達成に向けて取り組んでいきます。 

総合エネルギー事業は、ＬＰガス分野では、戦略的なＭ＆Ａを中心とするＬＰガスの消費者顧客数の拡大を推進

するとともに、供給体制の合理化による事業コストの削減を図るなど、一層の収益力の強化に取り組みます。また、

家庭用燃料電池や太陽光発電を中心に新エネルギーによる価値提案を充実させることに加え、水事業の顧客基盤の

拡大を進めるなど、総合エネルギーサービスの事業展開を進めていきます。 

産業ガス・溶材事業は、水素やヘリウムなど、当社グループの強みを発揮できる分野をさらに強化するとともに、

事業環境の変化に合わせて生産および物流体制を見直すことにより、収益力の向上を図ります。また、中国、東南

アジアを中心に積極的な海外展開を進めます。 

電子・機械事業は、海外の成長市場や、環境関連など高成長が期待される産業分野への展開に注力することに加

え、事業基盤の強化に向けて、部材ビジネスの拡大に取り組みます。 

マテリアル事業は、高機能材料の開発及び製造・加工機能の拡充に加え、海外での市場開拓を推進し、収益力の

向上を図ります。また、商品の安定供給体制の強化に向け、資源開発にも取り組みます。 

自然産業事業は、徹底した品質管理のもと、取引先とのネットワークや自社技術を活用し、高付加価値の新商品

開発や販路の拡大に取り組みます。 

 

これにより、次期の連結業績見通しにつきましては、売上高 6,400 億円（前年度比 15.2％の増収）、営業利益

147億円（前年度比7.0％の増益）、経常利益139億円（前年度比3.4％の増益）、当期純利益60億円（前年度比

8.3％の増益）を予定しております。 
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（３）財政状態に関する分析 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年度比 13 億 55 百万円減少の

190億21百万円となりました。 

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における営業活動により得られた資金は、前年度比54億21百万円減少の277億87百万円とな

りました。 

 これは主に、税金等調整前当期純利益129億３百万円、減価償却費147億円、のれん償却額19億70百万円、た

な卸資産の減少額29億２百万円、仕入債務の増加額17億73百万円などによる資金の増加と、売上債権の増加額

42億99百万円、法人税等の支払額30億２百万円などによる資金の減少によるものです。 

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における投資活動により支出した資金は、前年度比77億円減少の128億８百万円となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得125億21百万円、無形固定資産の取得23億96百万円、投資有価証券の取得

19億５百万円などによる資金の支出によるものです。 

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における財務活動により支出した資金は、前年度比57億64百万円増加の165億18百万円とな

りました。 

 これは主に、借入金の返済127億15百万円、社債の償還７億50百万円、配当金の支払14億93百万円などによ

る資金の支出によるものです。 

 

④キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 
平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期

自己資本比率 14.0％ 14.7％ 14.9％ 14.8％ 16.6％ 

時価ベースの 

自己資本比率 
25.7％ 21.6％ 16.4％ 15.0％ 18.4％ 

債務償還年数 10.6年 7.1年 8.6年 5.2年 5.7年 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
6.5 8.2 5.8 9.6 9.7 

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

・営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

            を使用しております。 

・有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち短期借入金及び割引手形、並びに社債・ 

長期借入金・リース債務（いずれも1年以内に期限の到来するものを含む）を対象としております。 

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 

当社は、利益配分につきましては継続的かつ安定的な配当の維持を基本方針とし、今後の業績や経営環境を慎重

に考慮しながら適正な利益還元を行なうこととしております。また、内部留保金につきましては、基幹事業の業容

拡大のための設備投資及び新たな成長につながる戦略投資、ならびに業務体制の効率化・省力化のための投資など

に優先活用し、企業価値の最大化を図ることで株主の皆様のご期待に応えていく所存です。 

 

当連結会計年度の配当金につきましては、業績動向や経営環境を慎重に考慮した結果、創業80周年を記念し、

１株当たり８円（うち記念配当３円）とすることを予定しております。次期の配当金につきましては、次期の業績

及び今後の経営環境などを勘案いたしまして、１株当たり５円を予定しております。 
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（５）事業等のリスク 

 

当社グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす事項は、以下のようなものがあり

ます。なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末(平成22年３月31日)現在において当社グループ

が判断したものであります。 

 

(1)季節的な要因及び天候の変動について 

ＬＰガスの消費量は、気温や水温の影響を受けますので、当社グループの主力商品であるＬＰガスの販売量は夏季

に減少し、冬季に増加します。このため当社グループは利益が下期に偏る収益構造を有しています。また、特異な

季節変動によっても、当社グループのＬＰガス販売量に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

(2)ＬＰガス輸入価格（ＣＰ）による影響について 

ＣＰ（Contract Price）は、サウジアラビア国営石油会社（サウジアラムコ社）の販売価格であり、毎月発表され

変動するものですが、サウジアラビアは世界最大のＬＰガス輸出国であり国際マーケットでの価格決定に大きな影

響力を有しています。従ってＣＰ価格の急激な変動は、当社グループのＬＰガスの仕入価格に影響を及ぼす要因と

なります。 

 

(3)為替変動による影響について 

当社グループは貿易取引において為替リスクを負うことがありますが、為替予約を行なうことにより、為替相場の

変動によるリスクを回避しています。しかしながら、急激な為替の変動が起きた場合には、このリスクを完全に排

除することは困難であるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4)金利変動による影響について 

当社グループは、Ｍ＆ＡによるＬＰガス消費者戸数の拡大や産業ガス事業拡大に向けた設備投資など、戦略的な投

資に対する資金需要があり、金利変動が業績に影響を与える可能性があります。ただし、有利子負債の多くは固定

金利で調達していることから、金利変動による影響は限定的であります。 

 

(5)取引先の信用リスクの影響について 

当社グループは、取引先に対して様々な形で信用供与を行っており、債権の回収が不可能となるなどの信用リスク

を負っております。これらの信用リスクを回避するため、当社グループでは取引先の信用状態に応じて、信用限度

額の設定や必要な担保・保証の取得などの対応策を講じております。しかしながら、取引先の信用状態の悪化や経

営破綻等により債権が回収不能となった場合などには、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(6)規制緩和による競争激化について 

現在、ガス事業法、電気事業法の規制緩和が進んでおり、同業者間の競争に加えてエネルギー間の競争が激化して

います。これらの動きは、ＬＰガス等の市場価格に影響を及ぼす要因となります。 

 

(7) カントリーリスクの影響について 

当社グループは貿易取引を行なっており、その地域での戦争・テロ等の状況によっては業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

(8) 保有有価証券価格の変動による影響について 

当社グループはグループ企業の株式を保有するとともに、事業上の関係緊密化を図るために取引先や金融機関を中

心とした有価証券を保有しております。今後の株式市場の変動によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

 

(9) 災害について 

当社グループは高圧ガス保安法等に基づくＬＰガス・産業用ガス等を取り扱っております。そのため、法律に基づ

いた定期的な法定検査及び自主的な検査・点検を行っております。しかしながら、大規模な地震等の天災により基

地などの出荷設備やお客様側の消費設備に甚大な被害があった場合、安定供給ができなくなる可能性があります。 
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(10) 個人情報の取り扱いについて 

当社グループはＬＰガス事業をはじめとした各種事業において多くの個人情報を取扱っており、個人情報保護法に

定める個人情報取扱事業者として、個人情報の取扱状況について適切な管理を行い、法の遵守に努めています。し

かしながら、当社グループの取り組みにもかかわらず、個人情報の流出が発生した場合には、当社グループの社会

的信用の低下、顧客からの損害賠償請求など、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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2．企 業 集 団 の 状 況

  当社企業集団は、当社、子会社169社（うち連結子会社88社、持分法適用非連結子会社64社）、関連会社108社（うち持分
法適用関連会社60社）及び関係会社以外の関連当事者により構成され、エネルギー等生活関連、産業ガス関連、マテリアル・
エレクトロニクス関連及び各事業に係わる金融、保険、運送、倉庫、保安、情報処理等その他の分野に事業を展開しており
ます。
  各分野における当社、主要な関係会社の位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連の系統図は次のとおりであります。

区分 主な製品及び商品 岩谷産業㈱

(工場管理･施設) (販売)

◎ 岩谷液化ガスターミナル㈱ ◎ イワタニ近畿㈱

◎ 横浜液化ガスターミナル㈱ ◎ 岩谷設備システム㈱

□ 鹿島液化ガス共同備蓄㈱ ◎ イワタニ東海㈱

□ 日鉱液化ガス㈱ ◎ イワタニ北海道㈱

◎ セントラル石油瓦斯㈱

◎ マルヰ産業㈱

□ 旭マルヰガス㈱

□ 大津マルヰ㈱

□ 浜田マルヰ㈱

(サービス等)

◎ 岩谷マルヰガス㈱

◎ ㈱ホームエネルギー九州

◎ ㈱ホームエネルギー近畿

(製造)

◎ イワタニ･ケンボロー㈱

□ イワタニ理化㈱

□ 新コスモス電機㈱

(製造) (販売)

◎ 岩谷瓦斯㈱ ◎ ＩＧＮ関東㈱

◎ エア･ケミカルズ㈱ ◎ ＩＧＮ近畿㈱

□ ㈱ハイドロエッジ ◎ IWATANI CORPORATION OF AMERICA 

□ ㈱コールド・エアー・プロダクツ (米国岩谷会社)

(サービス等)

◎ イワタニガスネットワーク㈱

○ イワタニ福岡ガスセンター㈱

○ イワタニ三重ガスセンター㈱

(製造･販売)

◎ DALIAN IWATANI GAS MACHINERY CO.,LTD.

(大連岩谷气体机具有限公司)

◎ JIAXING IWATANI INDUSTRIAL GASES CO.,LTD

(嘉興岩谷气体有限公司)

(施工･製造)

◎ 岩谷マテリアル㈱ (販売)

◎ 岩谷テクノ㈱ ◎ 沖縄岩谷産業㈱

◎ キンセイマテック㈱ ◎ IWATANI CORPORATION (HONG KONG)LTD. 

◎ DORAL MINERAL INDUSTRIES LTD. (香港岩谷有限公司)

(ドラールミネラルインダストリーズ会社)

□ ㈱日本生産技術研究所

(注) ◎は連結子会社であります。

○は持分法適用非連結子会社であります。

□は持分法適用関連会社であります。

エ

ネ

ル

ギ

ー

等

生

活

関

連

産

業

ガ

ス

関

連

マ
テ

リ

ア

ル

・

エ

レ

ク

ト

ロ

ニ

ク

ス

関

連

そ

の

他

セパレートガス

特殊ガス

ガス供給設備

溶接材料

溶接・切断機

産業用機械・装置

レーザー加工機
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機器

プラント
　　　　　　　他

電子・情報機械

ＦＡシステム

化成品

鉱産物

鉄鋼

非鉄金属

ビル建設工事請負

建設資材

管工機材
　　　　　　　他

得

意

先

金融
保険
運送
倉庫
保安
情報処理
　　　　　　　他
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ネ
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等
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連
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業
ガ
ス
関
連
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ス
関
連
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家庭用・業務用
ＬＰガス

工業用ＬＰガス

ＬＰガス供給設備

ガス機器

液化天然ガス

各種石油製品

住設機器

生活用品

食品
　　　　　　　他

商　品
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商　品
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製品及び商品

製  品

製品及び商品 製品及び商品

商  品
商　品

原材料

製  品

(金銭貸付･リース)

◎ 岩谷興産㈱

(運送･倉庫･保安)

◎ 岩谷物流㈱

◎ ガス保安検査㈱

(情報処理サービス等)

◎ ㈱アイ・プロモーション

◎ 岩谷クリエイティブ㈱

◎ 岩谷情報システム㈱

◎ 御成門興産㈱

◎ IWATANI(CHINA)LIMITED

（岩谷(中国)有限公司）

原材料

製品及び商品

製  品

岩谷産業㈱（8088）　平成22年３月期　決算短信

－ 8 －



３． 経  営  方  針  

（１）会社の経営の基本方針 

当社は創業以来、「世の中に必要な人間となれ、世の中に必要なものこそ栄える」を企業理念として掲げ、常に

世の中が求める新しい価値、お客様が求める価値の創造に努め、社会に貢献することを目指しています。 

この観点から、株主様、お取引先様、従業員などからの信頼と期待に応えることが、会社繁栄の絶対条件と考え

日々の事業経営にあたっています。 

 

（２）目標とする経営指標 

2013 年３月期を最終年度とする中期経営計画（ＰＬＡＮ１２）では、経営目標を「成長力の強化」及び「安定

した財務基盤の確立」としております。具体的な数値目標は、2013 年３月期において、経常利益 180 億円、ＲＯ

Ａ（総資産経常利益率）4.5％以上、有利子負債1,500億円以下、有利子負債依存度40％以下としております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

 当社の中期経営ビジョンは以下のとおりです。 

①各事業における確固たる地位の確立 

 ＬＰガス事業では、「エネルギーのイワタニ」として、各地域におけるＮｏ．１事業者の達成に向けて、総合

的な取り組みによる強固な事業基盤の確立を進め、また産業ガス事業では、「ガスのイワタニ」として、当社

の特長を活かせる成長分野・地域に経営資源の集中を図り競争の優位性を高めるなど、各事業で確固たる地位

を確立する。 

 

②アジアを中心とする海外事業の拡大 

  アジアを中心とする海外の経済成長を当社の成長力に結びつけるべく、市場環境や求められる商品などの変化

に対応するとともに、国内外のネットワークの活用により各事業のシナジー効果を発揮し、海外事業の拡大を

図る。 

  

③水素エネルギー社会に向けた事業基盤の強化 

 ＬＰガス改質型の家庭用燃料電池の販売・メンテナンス体制を確立することにより、水素をエネルギーとして

各家庭へ供給する基盤を整備するとともに、水素の大量製造・大量輸送・大量消費を視野に入れて、産業用水

素の需要開拓と液化水素製造拠点の拡充を進めるなど、事業基盤の強化に取り組む。 

 

④ＣＳＲ経営の推進 

   危機管理委員会によるリスク管理・コンプライアンスの徹底を通して、顧客・取引先からの信頼を高めること

に加え、低炭素社会に向けた取り組みを進めるなど、地域社会・地球環境に貢献する｢世の中に必要とされる

企業｣を目指す。 

 

また、上記経営指標の目標達成に向けた基本方針として以下の３項目を掲げています。 

①各事業分野における投資効率の改善を通した収益力の向上 

  ・成長戦略に沿った効率的な投資を継続的に行い利益拡大に繋げる。 

  ・成長が見込まれる新事業・新商品・新市場を見定め、先を見据えた戦略的な投資を実行する。 

 

 ②安定した財務基盤の確立に向けた有利子負債依存度の改善 

  ・投資効率を吟味した投資を通して有利子負債の増加を抑制する。 

  ・業務提携の推進等による事業効率の向上に取り組み事業コストを削減する。 

  ・運転資金の圧縮、保有資産の見直し等、財務面の改善を推進する。 

 

 ③更なる成長に向けた新事業・新商品・新技術の開発 

・事業機会の拡大が見込まれる環境分野、食品・水分野、鉱産資源分野を中心に商品開発や事業投資を進める。 

・純水素型燃料電池コージェネレーションの実証運転を始め、多様な水素供給・利用方法を検証しながら水素

社会に向けた環境整備を推進していく。 

・国内と中国・東南アジアを一つの地域と捉え積極的な事業展開を行う。 
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４．【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,635 19,243

受取手形及び売掛金 100,129 104,901

商品及び製品 28,304 26,755

仕掛品 1,621 1,618

原材料及び貯蔵品 4,004 3,095

繰延税金資産 2,621 2,855

その他 12,386 9,403

貸倒引当金 △694 △733

流動資産合計 169,009 167,139

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 25,655 25,822

貯蔵設備（純額） 4,275 3,531

機械装置及び運搬具（純額） 22,316 23,419

工具、器具及び備品（純額） 10,066 10,454

土地 53,539 52,665

リース資産（純額） 1,537 1,957

建設仮勘定 4,727 2,828

有形固定資産合計 122,118 120,679

無形固定資産   

のれん 12,280 11,615

その他 4,089 3,358

無形固定資産合計 16,370 14,974

投資その他の資産   

投資有価証券 32,754 38,709

長期貸付金 2,094 1,591

繰延税金資産 3,704 2,037

その他 22,210 22,539

貸倒引当金 △1,954 △1,561

投資その他の資産合計 58,809 63,316

固定資産合計 197,299 198,971

資産合計 366,308 366,110

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 95,737 97,835

短期借入金 40,779 32,238

1年内返済予定の長期借入金 26,499 21,659

1年内償還予定の社債 750 5,000

リース債務 193 262

未払法人税等 2,077 3,764

賞与引当金 4,355 4,325

その他 20,768 19,654

流動負債合計 191,162 184,738
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

固定負債   

社債 20,720 15,712

長期借入金 81,411 82,302

リース債務 1,423 1,810

繰延税金負債 634 2,513

退職給付引当金 3,769 4,031

役員退職慰労引当金 974 1,184

負ののれん 86 310

その他 4,951 5,506

固定負債合計 113,972 113,372

負債合計 305,134 298,111

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,096 20,096

資本剰余金 17,907 17,907

利益剰余金 19,850 24,148

自己株式 △222 △1,520

株主資本合計 57,630 60,631

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 31 2,835

繰延ヘッジ損益 95 40

為替換算調整勘定 △3,588 △2,577

評価・換算差額等合計 △3,461 298

少数株主持分 7,004 7,069

純資産合計 61,173 67,999

負債純資産合計 366,308 366,110
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 681,376 555,477

売上原価 549,072 422,272

売上総利益 132,304 133,204

販売費及び一般管理費   

運搬費 22,402 20,284

貸倒引当金繰入額 42 557

給料手当及び賞与 31,510 30,815

賞与引当金繰入額 3,837 3,737

退職給付費用 2,769 2,458

役員退職慰労引当金繰入額 177 214

減価償却費 10,559 11,053

賃借料 10,094 9,280

支払手数料 8,220 7,978

のれん償却額 1,873 1,992

その他 31,087 31,099

販売費及び一般管理費合計 122,574 119,472

営業利益 9,729 13,732

営業外収益   

受取利息 439 262

受取配当金 616 512

為替差益 226 537

負ののれん償却額 12 21

持分法による投資利益 320 377

その他 2,136 2,091

営業外収益合計 3,751 3,803

営業外費用   

支払利息 3,455 2,868

売上割引 615 459

その他 1,164 758

営業外費用合計 5,235 4,087

経常利益 8,245 13,448

特別利益   

固定資産売却益 153 1,153

投資有価証券売却益 460 11

その他 200 －

特別利益合計 813 1,165
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 52 97

固定資産除却損 685 405

減損損失 26 966

投資有価証券売却損 109 32

出資金売却損 － 25

投資有価証券評価損 303 91

関係会社整理損 19 12

たな卸資産評価損 503 －

役員退職慰労金 69 80

特別損失合計 1,770 1,711

税金等調整前当期純利益 7,289 12,903

法人税、住民税及び事業税 3,984 4,796

法人税等調整額 131 2,075

法人税等合計 4,116 6,872

少数株主利益 603 491

当期純利益 2,568 5,539
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 20,096 20,096

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,096 20,096

資本剰余金   

前期末残高 17,909 17,907

当期変動額   

自己株式の処分 △2 0

当期変動額合計 △2 0

当期末残高 17,907 17,907

利益剰余金   

前期末残高 18,684 19,850

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 2,568 5,539

連結範囲の変動 － 29

海外関係会社における従業員奨励福利基金
への積立

－ △17

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △122 －

海外の会計基準に基づく変動 △26 －

当期変動額合計 1,165 4,298

当期末残高 19,850 24,148

自己株式   

前期末残高 △211 △222

当期変動額   

自己株式の取得 △26 △1,299

自己株式の処分 15 2

当期変動額合計 △11 △1,297

当期末残高 △222 △1,520

株主資本合計   

前期末残高 56,479 57,630

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 2,568 5,539

連結範囲の変動 － 29

海外関係会社における従業員奨励福利基金
への積立

－ △17

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △122 －

海外の会計基準に基づく変動 △26 －

自己株式の取得 △26 △1,299

自己株式の処分 12 2

当期変動額合計 1,151 3,000

当期末残高 57,630 60,631
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 3,714 31

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,683 2,804

当期変動額合計 △3,683 2,804

当期末残高 31 2,835

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 15 95

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79 △54

当期変動額合計 79 △54

当期末残高 95 40

為替換算調整勘定   

前期末残高 13 △3,588

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,601 1,010

当期変動額合計 △3,601 1,010

当期末残高 △3,588 △2,577

評価・換算差額等合計   

前期末残高 3,743 △3,461

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,205 3,760

当期変動額合計 △7,205 3,760

当期末残高 △3,461 298

少数株主持分   

前期末残高 4,873 7,004

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,130 65

当期変動額合計 2,130 65

当期末残高 7,004 7,069

純資産合計   

前期末残高 65,096 61,173

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 2,568 5,539

連結範囲の変動 － 29

海外関係会社における従業員奨励福利基金へ
の積立

－ △17

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △122 －

海外の会計基準に基づく変動 △26 －

自己株式の取得 △26 △1,299

自己株式の処分 12 2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,074 3,826

当期変動額合計 △3,923 6,826

当期末残高 61,173 67,999
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,289 12,903

減価償却費 15,046 14,700

減損損失 26 966

のれん償却額 1,861 1,970

貸倒引当金の増減額（△は減少） △538 △355

賞与引当金の増減額（△は減少） 89 △32

退職給付引当金の増減額（△は減少） 154 261

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 103 209

受取利息及び受取配当金 △1,055 △775

支払利息 3,455 2,868

為替差損益（△は益） 246 △217

持分法による投資損益（△は益） △320 △377

固定資産除売却損益（△は益） 584 △650

投資有価証券売却損益（△は益） △350 20

投資有価証券評価損益（△は益） 303 91

関係会社整理損 19 12

たな卸資産評価損 503 －

その他の特別損益（△は益） △200 －

売上債権の増減額（△は増加） 34,743 △4,299

たな卸資産の増減額（△は増加） 9,245 2,902

仕入債務の増減額（△は減少） △31,548 1,773

その他 2,695 321

小計 42,354 32,293

利息及び配当金の受取額 1,068 968

持分法適用会社からの配当金の受取額 215 381

利息の支払額 △3,456 △2,854

法人税等の支払額 △6,973 △3,002

営業活動によるキャッシュ・フロー 33,209 27,787

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △12,822 △12,521

有形固定資産の売却による収入 671 2,625

無形固定資産の取得による支出 △4,484 △2,396

無形固定資産の売却による収入 118 285

投資有価証券の取得による支出 △3,991 △1,905

投資有価証券の売却による収入 249 1,433

貸付けによる支出 △8,194 △7,093

貸付金の回収による収入 8,426 7,507

その他 △481 △741

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,508 △12,808
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,485 △8,780

長期借入れによる収入 25,628 22,254

長期借入金の返済による支出 △20,889 △26,189

社債の発行による収入 3,000 －

社債の償還による支出 △8,409 △750

少数株主からの払込みによる収入 16 －

自己株式の純増減額（△は増加） △7 △1,297

リース債務の返済による支出 △75 △262

配当金の支払額 △1,250 △1,252

少数株主への配当金の支払額 △279 △241

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,754 △16,518

現金及び現金同等物に係る換算差額 △666 70

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,280 △1,468

現金及び現金同等物の期首残高 18,422 20,376

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

673 113

現金及び現金同等物の期末残高 20,376 19,021
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（５）継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 

１）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 88社 

主要な連結子会社の名称 

主要な連結子会社は、岩谷マルヰガス㈱、岩谷瓦斯㈱、DALIAN IWATANI GAS MACHINERY CO.,LTD.（大連

岩谷气体机具有限公司）、岩谷マテリアル㈱、DORAL MINERAL INDUSTRIES LTD.（ﾄﾞﾗｰﾙﾐﾈﾗﾙｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ

会社）、岩谷興産㈱、IWATANI(CHINA)LIMITED（岩谷(中国)有限公司）であります。 

なお、当連結会計年度に連結子会社が１社増加し、３社減少いたしました。 

増加については、前連結会計年度末に持分法適用外非連結子会社であったイワタニカセットフー㈱の重

要性が増したことにより、新たに連結の範囲に含めたものです。 

減少については、日本整水㈱が連結子会社である岩谷テクノ㈱と合併したこと、カセットフー㈱及び

DORAL SPECIALTY CHEMICALS PTY LTD(ドラールスペシャルティケミカルズ会社)の清算によるものであり

ます。 

②主要な非連結子会社名及び連結の範囲から除いた理由 

都城マルヰガス㈱ほか非連結子会社はいずれも小規模であり、総資産の合計額、売上高の合計額、当期純

損益の合計額(持分に見合う額)及び利益剰余金等の合計額(持分に見合う額)は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

     

２）持分法の適用に関する事項 

①持分法を適用した会社名と数 

イワタニ福岡ガスセンター㈱等非連結子会社64社、日鉱液化ガス㈱等関連会社60社、合計124社の投資につ

いては持分法を適用しております。 

なお、当連結会計年度に持分法適用会社が３社増加し、３社減少いたしました。 

増加については、前連結会計年度末に持分法適用外関連会社であった新コスモス電機㈱等２社の重要性が

増したこと、当連結会計年度に関連会社となった１社の重要性が高いことにより、新たに持分法適用の範

囲に含めたものです。 

減少については、１社は非関係会社との合併、２社は清算によるものです。 

②持分法を適用しない会社名と理由 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の主要な会社は次のとおりであります。 

カホクガス㈱  

都城マルヰガス㈱  

大阪マルヰガス㈱  

これらの非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。 

 ③持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項 

  決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近の事業年度に係る財務諸表を使用しており

ます。 

 

３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なり、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子会社の

決算財務諸表を使用している子会社は次のとおりであります。 

連 結 子 会 社 名 決算日 

DALIAN IWATANI GAS MACHINERY CO.,LTD.（大連岩谷气体机具有限公司） 12月末日 

その他の海外子会社 20社 12月末日 

当連結会計年度において、イワタニ関東㈱及びイワタニ山梨㈱が決算日を２月末日より３月末日に変更して

おり、当連結会計年度における会計期間は13ヶ月間となっております。なお、これによる連結財務諸表に与

える影響は軽微であります。 

 なお、上記以外は、最近の有価証券報告書における記載から重要な変更がないため開示を省略いたします。 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成19年12月27日 企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成19年12月27日 企業会計基準適用指針第18号）を当連結会計

年度より適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。 

この変更による当連結会計年度の損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

   

（追加情報） 

１.金融商品に関する注記 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年３月10日 企業会計基

準第10号）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成20年３月10日 企

業会計基準適用指針第19号）を適用しております。 

これによる当連結会計年度の損益及びセグメント情報に与える影響はありません。 

 

２.賃貸等不動産に関する注記 

  当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年

11月28日 企業会計基準第20号）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成20年11月28日 企業会計基準適用指針第23号）を適用しております。 

  これによる当連結会計年度の損益及びセグメント情報に与える影響はありません。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

（セ グ メ ン ト 情 報）  

１）事業の種類別セグメント情報　

① 前連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：百万円）

エネルギー 産 業 ガ ス ﾏ ﾃ ﾘ ｱ ﾙ ･ そ の 他 の 消 去 又 は

等生活関連 ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 計 連 結

事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 事 業 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対 す る 売 上 高

(2) セ グ メ ン ト 間

の 内 部 売 上 高 3,172 105 2,794 20,597 26,669 26,669) －
  又 は 振 替 高

計 389,261 140,890 143,660 34,233 708,046 26,669) 681,376

営 業 費 用 385,334 133,605 140,305 33,090 692,336 20,689) 671,647

営 業 利 益 3,926 7,285 3,355 1,143 15,710 5,980) 9,729 

Ⅱ 資 産、減 価 償 却 費、

減 損 損 失 及 び 資 

本 的 支 出

資 産 155,419 89,647 57,083 48,918 351,068 15,239 366,308

減 価 償 却 費 7,970 4,063 1,425 3,075 16,534 386 16,920

減 損 損 失 － － － － － 26 26

資 本 的 支 出 7,737 8,764 1,313 3,193 21,009 422 21,431

② 当連結会計年度（自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）
（単位：百万円）

エネルギー 産 業 ガ ス ﾏ ﾃ ﾘ ｱ ﾙ ･ そ の 他 の 消 去 又 は

等生活関連 ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 計 連 結

事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 事 業 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対 す る 売 上 高

(2) セ グ メ ン ト 間

の 内 部 売 上 高 2,129 46 1,964 18,794 22,935 22,935) －
  又 は 振 替 高

計 325,477 112,137 110,569 30,227 578,412 22,935) 555,477

営 業 費 用 311,258 108,389 110,046 29,339 559,034 17,289) 541,744

営 業 利 益 14,219 3,748 522 887 19,378 5,645) 13,732 

Ⅱ 資 産、減 価 償 却 費、

減 損 損 失 及 び 資 

本 的 支 出

資 産 158,351 83,999 57,223 43,121 342,696 23,414 366,110

減 価 償 却 費 7,873 4,047 1,297 3,162 16,381 312 16,693

減 損 損 失 404 － － 550 955 10 966

資 本 的 支 出 6,969 3,042 884 3,203 14,099 566 14,666

681,376 － 681,376386,088 140,784 140,866 13,636

555,477 － 555,477323,348 112,091 108,605 11,432

(

(

(

(

(

(

(

(

(

(

(

(
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(注)１．事業の区分の方法

    事業の区分は、親会社の商品部門を基礎として、商品の種類及び販売経路の共通性により区分しております。

２．各事業の主要な商品

      (1)エネルギー等生活関連事業 家庭用・業務用ＬＰガス、工業用ＬＰガス、ＬＰガス
供給設備、ガス機器、液化天然ガス、各種石油製品、
住設機器、生活用品、食品　他　

      (2)産業ガス関連事業 セパレートガス、特殊ガス、ガス供給設備、溶接材料、
溶接・切断機、産業用機械・装置、レーザー加工機、
ロボット及び周辺機器、プラント　他

      (3)ﾏﾃﾘｱﾙ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連事業 電子・情報機械、ＦＡシステム、化成品、鉱産物、鉄鋼、
非鉄金属、ビル建設工事請負、建設資材、管工機材　他

      (4)その他の事業 金融、保険、運送、倉庫、保安、情報処理　他

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は次のとおりであり、主として親会社
    の本社管理部門（企画、総務・人事、広報、物流業務、技術、環境・保安、海外管理、経理部門等）に係る費
    用であります。

(前連結会計年度) (当連結会計年度)
5,980 百万円 5,645 百万円

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は次のとおりであり、主として親会社の現預金及び
    投資有価証券並びに親会社の本社管理部門に係る資産であります。また、資本的支出には長期前払費用の増加
　　額が含まれております。

(前連結会計年度) (当連結会計年度)
50,869 百万円 55,823 百万円

……………………

………

…………

………………
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２）所在地別セグメント情報  

① 前連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）

（単位：百万円）

東 東 南 そ の 他 の 消 去 又 は
日 本 計 連 結

ア ジ ア ア ジ ア 地 域 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対する売上高

(2) セグメント間

の内部売上高 13,129 3,887 67,670 2,319 87,006 87,006) －
又 は 振 替 高

計 596,283 25,967 135,865 10,267 768,383 87,006) 681,376

営 業 費 用 581,252 25,456 135,460 10,467 752,637 80,990) 671,647

営 業 利 益 又 は

営業損失（△） 15,031 510 404 △200 15,746 6,016) 9,729

Ⅱ 資              産 305,332 13,678 3,862 6,453 329,327 36,980 366,308

② 当連結会計年度（自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）

（単位：百万円）

東 東 南 そ の 他 の 消 去 又 は
日 本 計 連 結

ア ジ ア ア ジ ア 地 域 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益

売 上 高

(1) 外 部 顧 客 に
対する売上高

(2) セグメント間

の内部売上高 7,204 2,811 44,814 1,384 56,215 56,215) －
又 は 振 替 高

計 494,718 17,372 91,876 7,726 611,693 56,215) 555,477

営 業 費 用 475,715 17,204 91,673 7,743 592,337 50,592) 541,744

営 業 利 益 又 は

営業損失（△） 19,003 167 202 △17 19,356 5,623) 13,732

Ⅱ 資              産 298,512 12,823 6,453 7,680 325,469 40,641 366,110

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

    (1)東アジア 中国、台湾

    (2)東南アジア シンガポール、タイ、マレーシア

    (3)その他の地域 米国、オーストラリア、ドイツ

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は次のとおりであり、主として親会社の

    本社管理部門（企画、総務・人事、広報、物流業務、技術、環境・保安、海外管理、経理部門等）に係る費用で

    あります。

(前連結会計年度) (当連結会計年度)

5,980 百万円 5,645 百万円

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は次のとおりであり、主として親会社の現預金及び投

    資有価証券並びに親会社の本社管理部門に係る資産であります。

(前連結会計年度) (当連結会計年度)

50,869 百万円 55,823 百万円

681,376 － 681,376583,154 22,079 68,194 7,948

555,477 － 555,477487,513 14,560 47,061 6,341

……………………

…………………

………………
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３）海外売上高 

① 前連結会計年度（自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

東 東 南 その他の

計
ア ジ ア ア ジ ア 地 域

Ⅰ　海 外 売 上 高 34,000 9,419 22,581 66,000 

Ⅱ　連 結 売 上 高 681,376 

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 5.0 ％ 1.4 ％ 3.3 ％ 9.7 ％

② 当連結会計年度（自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

東 東 南 その他の

計
ア ジ ア ア ジ ア 地 域

Ⅰ　海 外 売 上 高 23,694 7,242 9,449 40,385 

Ⅱ　連 結 売 上 高 555,477 

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 4.3 ％ 1.3 ％ 1.7 ％ 7.3 ％

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

    (1)東アジア                 中国、台湾

    (2)東南アジア               シンガポール、タイ、マレーシア

    (3)その他の地域             米国、オーストラリア、ドイツ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

…………………

………………

……………

岩谷産業㈱（8088）　平成22年３月期　決算短信

－ 23 －



（１ 株 当 た り 情 報）

(前連結会計年度) (当連結会計年度)

１． １株当たり純資産額 216.20 円 248.03 円

２． １株当たり当期純利益 10.25 円 22.22 円

３． 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 9.16 円 20.36 円

（注）１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、

　　　以下のとおりであります。

（1）１株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）

普通株式に係る純資産額（百万円）

差額の主な内訳（百万円）

　少数株主持分

普通株式の発行済株式数（千株）

普通株式の自己株式数（千株）

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株）

（2）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

連結損益計算書上の当期純利益（百万円）

普通株式に係る当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式の期中平均株式数（千株）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

当期純利益調整額の主要な内訳（百万円）

　受取利息（税額相当控除後）（百万円）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

普通株式増加数の主要な内訳（千株）

　新株予約権付社債（千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

（重 要 な 後 発 事 象）

　該当する事項はありません。

61,173 67,999

項目 前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

7,004 7,069

54,168 60,930

821 5,718

251,365 251,365

250,543 245,646

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純利益調整額（百万円）

普通株式増加数（千株）

2,568 5,539

2,568 5,539

－

250,553

△ 5

△ 5

29,049

29,049

－

－

249,303

△ 4

△ 4

22,495

22,495

－
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５.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,624 9,361

受取手形 19,950 19,541

売掛金 58,785 61,565

商品 19,671 18,234

前渡金 790 1,009

前払費用 344 295

未収入金 3,176 1,632

繰延税金資産 1,573 1,191

その他 2,364 1,396

貸倒引当金 △1,592 △328

流動資産合計 115,689 113,898

固定資産   

有形固定資産   

建物 22,280 22,485

減価償却累計額 △13,308 △13,638

建物（純額） 8,972 8,847

構築物 8,910 8,979

減価償却累計額 △6,790 △6,921

構築物（純額） 2,119 2,058

貯蔵設備 20,233 19,552

減価償却累計額 △17,296 △17,291

貯蔵設備（純額） 2,937 2,261

機械及び装置 28,652 27,884

減価償却累計額 △23,125 △23,031

機械及び装置（純額） 5,527 4,853

車両運搬具 173 74

減価償却累計額 △93 △66

車両運搬具（純額） 80 7

工具、器具及び備品 2,589 2,578

減価償却累計額 △2,013 △2,056

工具、器具及び備品（純額） 576 522

土地 35,449 37,837

リース資産 383 1,098

減価償却累計額 △10 △95

リース資産（純額） 373 1,003

建設仮勘定 96 1,954

有形固定資産合計 56,133 59,344

無形固定資産   

のれん 215 36

工業所有権 20 15

借地権 48 48

ソフトウエア 2,046 1,085

その他 93 85

無形固定資産合計 2,423 1,270

岩谷産業㈱（8088）　平成22年３月期　決算短信

－ 25 －



(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 15,808 20,457

関係会社株式 31,070 31,282

出資金 164 133

関係会社出資金 8,085 8,085

長期貸付金 267 261

従業員に対する長期貸付金 0 0

関係会社長期貸付金 15,269 15,314

破産更生債権等 1,812 1,487

長期前払費用 196 183

前払年金費用 8,102 8,344

敷金 － 2,938

繰延税金資産 1,201 －

その他 2,294 722

貸倒引当金 △1,860 △1,582

投資その他の資産合計 82,414 87,630

固定資産合計 140,971 148,245

資産合計 256,661 262,144

負債の部   

流動負債   

支払手形 15,441 12,947

買掛金 54,987 59,581

短期借入金 16,549 14,686

1年内返済予定の長期借入金 18,045 15,509

1年内償還予定の社債 － 5,000

リース債務 44 125

未払金 7,965 8,533

未払費用 534 494

未払法人税等 － 1,033

前受金 897 610

預り金 105 124

前受収益 11 12

賞与引当金 1,829 1,708

その他 1,229 1,386

流動負債合計 117,641 121,753

固定負債   

社債 20,720 15,712

長期借入金 66,313 67,259

リース債務 330 883

繰延税金負債 － 2,015

退職給付引当金 478 515

その他 910 913

固定負債合計 88,754 87,301

負債合計 206,395 209,055
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,096 20,096

資本剰余金   

資本準備金 5,100 5,100

その他資本剰余金 12,763 12,763

資本剰余金合計 17,863 17,863

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 282 274

繰越利益剰余金 12,026 13,542

利益剰余金合計 12,309 13,817

自己株式 △132 △1,425

株主資本合計 50,136 50,351

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 35 2,700

繰延ヘッジ損益 93 36

評価・換算差額等合計 129 2,737

純資産合計 50,265 53,089

負債純資産合計 256,661 262,144
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 503,654 408,967

売上原価   

商品期首たな卸高 27,217 19,671

当期商品仕入高 439,655 348,787

合計 466,872 368,459

商品期末たな卸高 19,671 18,234

売上原価合計 447,200 350,225

売上総利益 56,454 58,742

販売費及び一般管理費   

運搬費 11,140 9,859

貸倒引当金繰入額 11 201

給料手当及び賞与 8,774 8,504

賞与引当金繰入額 1,829 1,708

退職給付費用 1,658 1,625

租税公課 1,498 1,554

減価償却費 3,951 3,833

賃借料 6,584 6,395

支払手数料 7,069 6,643

その他 12,719 11,847

販売費及び一般管理費合計 55,238 52,173

営業利益 1,215 6,568

営業外収益   

受取利息 372 425

受取配当金 2,048 2,094

受取賃貸料 327 125

為替差益 555 364

その他 740 1,027

営業外収益合計 4,044 4,038

営業外費用   

支払利息 1,599 1,415

社債利息 319 282

売上割引 466 334

その他 969 978

営業外費用合計 3,354 3,010

経常利益 1,905 7,596

特別利益   

固定資産売却益 64 65

投資有価証券売却益 258 5

関係会社出資金売却益 247 －

その他 200 －

特別利益合計 771 70
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 17 7

固定資産除却損 101 165

減損損失 26 141

投資有価証券売却損 17 －

関係会社株式売却損 85 26

出資金売却損 － 25

関係会社出資金売却損 20 －

投資有価証券評価損 26 90

関係会社株式評価損 51 1,421

関係会社整理損 243 3

たな卸資産評価損 73 －

特別損失合計 664 1,881

税引前当期純利益 2,013 5,786

法人税、住民税及び事業税 385 977

法人税等調整額 578 2,046

法人税等合計 963 3,023

当期純利益 1,049 2,762
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 20,096 20,096

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,096 20,096

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 5,100 5,100

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,100 5,100

その他資本剰余金   

前期末残高 12,766 12,763

当期変動額   

自己株式の処分 △2 0

当期変動額合計 △2 0

当期末残高 12,763 12,763

資本剰余金合計   

前期末残高 17,866 17,863

当期変動額   

自己株式の処分 △2 0

当期変動額合計 △2 0

当期末残高 17,863 17,863

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 290 282

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △8 △7

当期変動額合計 △8 △7

当期末残高 282 274

繰越利益剰余金   

前期末残高 12,222 12,026

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 1,049 2,762

固定資産圧縮積立金の取崩 8 7

当期変動額合計 △196 1,515

当期末残高 12,026 13,542
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 12,513 12,309

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 1,049 2,762

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期変動額合計 △204 1,508

当期末残高 12,309 13,817

自己株式   

前期末残高 △127 △132

当期変動額   

自己株式の取得 △20 △1,293

自己株式の処分 14 0

当期変動額合計 △5 △1,292

当期末残高 △132 △1,425

株主資本合計   

前期末残高 50,348 50,136

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 1,049 2,762

自己株式の取得 △20 △1,293

自己株式の処分 12 0

当期変動額合計 △212 215

当期末残高 50,136 50,351

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 3,655 35

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,619 2,664

当期変動額合計 △3,619 2,664

当期末残高 35 2,700

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 15 93

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 77 △56

当期変動額合計 77 △56

当期末残高 93 36

評価・換算差額等合計   

前期末残高 3,671 129

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,542 2,608

当期変動額合計 △3,542 2,608

当期末残高 129 2,737
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 54,020 50,265

当期変動額   

剰余金の配当 △1,254 △1,254

当期純利益 1,049 2,762

自己株式の取得 △20 △1,293

自己株式の処分 12 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,542 2,608

当期変動額合計 △3,754 2,823

当期末残高 50,265 53,089
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  （４）継続企業の前提に関する注記 

     該当事項はありません。 

 

  （５）重要な会計方針の変更 

表示方法の変更 

   （貸借対照表） 

  前事業年度において、投資その他の資産「その他」に含めておりました「敷金」(前事業年度 1,589百

万円)は、総資産額の1／100を超えたため、当事業年度より区分掲記し表示しております。 
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（６）個別財務諸表に関する注記事項

（１ 株 当 た り 情 報）

１． １株当たり純資産額 200.37 円 215.82 円

２． １株当たり当期純利益 4.18 円 11.06 円

３． 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 3.73 円 10.13 円

（注）１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、

　　　以下のとおりであります。

（1）１株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）

普通株式に係る純資産額（百万円）

差額の主な内訳（百万円）

普通株式の発行済株式数（千株）

普通株式の自己株式数（千株）

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株）

（2）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益（百万円）

普通株式に係る当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式の期中平均株式数（千株）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

当期純利益調整額の主要な内訳（百万円）

　受取利息（税額相当控除後）（百万円）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた

普通株式の増加数の主要な内訳（千株）

　新株予約権付社債（千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

50,265 53,089

項目 前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

50,265 53,089

－ －

503 5,383

251,365 251,365

250,861 245,981

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

－

250,858

1,049 2,762

1,049 2,762

△ 5

当期純利益調整額（百万円）

29,049普通株式増加数（千株）

－

△ 5

29,049

△ 4

－

249,629

(前事業年度) (当事業年度)

22,495

－

△ 4

22,495
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添付資料 平成２２年３月期 実績  及び 平成２３年３月期 業績予想

連結
損益計算書（単位：百万円）

平成２２年３月期  連結決算の概況

（平成22/3期） （平成21/3期） 増減率 ◎連結範囲の変更

売   上   高 555,477 681,376 △ 125,899 △ 18.5% 連結： 新規 1社 除外 3社 90社 →  88社

（公表見通し /  公表見通し比） （ 610,000 ） （ △ 54,522 ） △ 8.9% 持分： 新規 3社 除外 3社 124社 → 124社

売上総利益 133,204 132,304 900 0.7% 　　連結範囲の変更による影響額：　軽微

販売費・一般管理費 119,472 122,574 △ 3,102 △ 2.5% ≪総括≫

営業利益 13,732 9,729 4,002 41.1%

（公表見通し /  公表見通し比） （ 13,600 ） （ 132 ） 1.0%

利息収支 △ 2,606 △ 3,016 410

受取配当金 512 616 △ 103

（金融収支） （ △ 2,093 ） （ △ 2,400 ） （ 306 )

為替差益（差損控除） 537 226 310

持分法投資損益 377 320 57

その他営業外損益 895 368 526

経常利益 13,448 8,245 5,203 63.1%

（公表見通し /  公表見通し比） （ 12,000 ） （ 1,448 ） 12.1%

固定資産売却損益・除却損等 650 △ 584 1,235

減損損失 △ 966 △ 26 △ 940

株式売却損益・評価損等 △ 111 47 △ 159

関係会社整理損等 △ 12 △ 19 7

たな卸資産評価損 － △ 503 503

その他特別損益 △ 105 130 △ 236

法人税等 △ 6,872 △ 4,116 △ 2,755

少数株主損益 △ 491 △ 603 112

当期純利益 5,539 2,568 2,970 115.6%

（公表見通し /  公表見通し比） （ 5,000 ） （ 539 ） 10.8%

※公表見通しは平成21年５月13日に公表した数値を表示しております。

キャッシュ・フローの状況（単位：百万円） 財政状態（単位：百万円）
当期 前期 前期比

営業活動によるC/F 27,787 33,209 △ 5,421 総   資   産

投資活動によるC/F △ 12,808 △ 20,508 7,700 自 己 資 本

フリー・キャッシュ・フロー 14,979 12,701 2,278 有利子負債

財務活動によるC/F △ 16,518 △ 10,754 △ 5,764 ネット有利子負債

換算差額 70 △ 666 736 自己資本比率

現金及び現金同等物の増減額 △ 1,468 1,280 △ 2,749 有利子負債依存度

連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の増減額 113 673 △ 560 有利子負債倍率

借入 ・ 返済 △ 12,715 △ 3,747 △ 8,968 ネットDER

社債発行・償還 △ 750 △ 5,409 4,659 ※有利子負債には、新株予約権付社債（ゼロクーポン）7,712百

配         当 △ 1,493 △ 1,530 36 　万円及びリース債務2,073百万円を含んでおります。

単独
損益計算書（単位：百万円）

平成２２年３月期  単独決算の概況
（平成22/3期） （平成21/3期） 増減率 ≪総括≫

売   上   高 408,967 503,654 △ 94,687 △ 18.8%
（公表見通し /  公表見通し比） （ 439,000 ） （ △ 30,032 ） △ 6.8%
売上総利益 58,742 56,454 2,288 4.1%
販売費・一般管理費 52,173 55,238 △ 3,064 △ 5.5%

営業利益 6,568 1,215 5,352 440.2%

（公表見通し /  公表見通し比） （ 6,500 ） （ 68 ） 1.1%

利息収支 △ 1,271 △ 1,545 274

受取配当金 2,094 2,048 46

（金融収支） （ 822 ） （ 502 ） （ 320 )

為替差益（差損控除） 364 555 △ 191

その他営業外損益 △ 159 △ 368 209 財政状態（単位：百万円）
経常利益 7,596 1,905 5,691 298.7%

（公表見通し /  公表見通し比） （ 6,000 ） （ 1,596 ） 26.6% 総   資   産

固定資産売却損益・除却損等 △ 107 △ 54 △ 52 自 己 資 本

減損損失 △ 141 △ 26 △ 115 有利子負債

株式売却損益・評価損等 △ 1,558 305 △ 1,864 ネット有利子負債

関係会社整理損等 △ 3 △ 243 240 自己資本比率

たな卸資産評価損 － △ 73 73 有利子負債依存度

その他特別損益 － 200 △ 200 有利子負債倍率

法人税等 △ 3,023 △ 963 △ 2,059 ネットDER

当期純利益 2,762 1,049 1,713 163.2% ※有利子負債には、新株予約権付社債（ゼロクーポン）7,712百

（公表見通し /  公表見通し比） （ 3,000 ） （ △ 237 ） △ 7.9% 　万円及びリース債務1,009百万円を含んでおります。

※公表見通しは平成21年５月13日に公表した数値を表示しております。

【売上高・利益】
連結売上高は前期比1,258億円の減収。売上総利益、営業利益、経常利
益、当期純利益はそれぞれ増益。公表見通し（５月13日発表）比較では売
上高は下回ったものの、営業利益、経常利益、当期純利益は上回る結果と
なった。

前期末比

0.5pt改善

0.57pt改善

当期末 前期末

366,110

60,930

158,998

6,761

△ 11,408

3.17

46.9%

151,163

54,168

171,798 △ 12,800

43.4%

139,754

増減額

0.15pt改善2.06

2.42

2.21

109,815

20.3%

45.5%

2.24

0.7pt

増減額

当期 前期比

当期

前期

前期 前期比

2pt改善

0.18pt改善

47.5%

19.6%

△ 1,563

122,003

111,379

前期末比

5,482

2,823

△ 2,826119,177

当期末 前期末

53,089

262,144

50,265

256,661

【エネルギー等生活関連事業】
LPガスの輸入価格は、前年度後半に大幅に下落した後、当期は原油の値
上がりを背景に上昇傾向で推移。また、消費者の節約志向や高効率機器
の普及によりLPガスの民生用需要が減少するなど厳しい事業環境となっ
た。このような環境のもと、消費者戸数の拡大や卸売及び小売分野の収益
の拡大に継続的に取組む。民生用LPガスは、販売数量の減少に加え、LP
ガス輸入価格の低下を受けて販売価格が下落し、売上高が減少。また、前
年度はLPガス輸入価格の急落局面において在庫が相対的に高値となった
影響があったが、当期は上昇局面において在庫が相対的に安値となった影
響もあり、増益。

【マテリアル・エレクトロニクス関連事業】
マテリアル分野では、食品業界向けにPET樹脂の販売数量が伸長したこと
やチタン原料の販売が好調となったものの、耐火物原料やセラミックス原料
が在庫調整の影響により減収。ステンレス鋼も国内市況の低迷や建材向け
の需要減少により販売が大きく落ち込む。電子・機械分野では、製造業の
設備投資抑制により、各種機械設備の販売は低調に推移。また、半導体製
造装置の販売も大幅に落ち込む。

2.29 2.79

【産業ガス関連事業】
半導体、電子部品など一部の好調な企業を中心に工場稼働率が上昇し、
窒素及び水素の販売数量は前期を上回ったが、広範囲の業種で需要が低
調に推移した結果、酸素、アルゴン、ヘリウム、炭酸ガスは販売数量が減
少。液化水素は、新規顧客の増加により、販売数量が伸長。また、企業の
設備投資は依然として厳しい状況にあり、溶接材料やガス関連設備は減
収。

3.5pt改善

2.60

16.6%

366,308 △ 197

14.8% 1.8pt

　当期の売上高は、前期比94,687百万円の減収。売上総利益、営
業　　　　　　　利益、経常利益ともに増益。当期純利益は、前期比
1,713百万円増
加の2,762百万円となった。公表見通し（５月13日発表）比較では、
売上高は下回り、営業利益、経常利益は上回る結果となったが、当
期純利益は、特別損失の発生があり、下回る結果となった。
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主な経営指標の推移（5ヵ年）

【収益力の強化】 【財務体質の改善】

平成２３年３月期   連結決算の次期通期予想 （単位：百万円） 平成２３年３月期   単独決算の次期通期予想 （単位：百万円）

次期予想 当期実績 増減率 次期予想 当期実績 増減率

売上高　  640,000 555,477 15.2% 売上高　  472,000 408,967 15.4%

営業利益 14,700 13,732 7.0% 営業利益 7,400 6,568 12.7%

経常利益 13,900 13,448 3.4% 経常利益 7,600 7,596 0.0%

当期純利益 6,000 5,539 8.3% 当期純利益 3,500 2,762 26.7%

【セグメント情報】  <連結> （単位：百万円） 【セグメント情報】   連結決算の次期通期予想
次期予想 当期実績 当期比

増減額 増減率 売上高　  640,000 555,477 84,522
売上高(※外部顧客に対する売上高） 555,477 681,376 △ 125,899 △ 18.5% 総合エネルギー事業 336,000 300,528 35,471

ｴﾈﾙｷﾞｰ等生活関連事業 323,348 386,088 △ 62,740 △ 16.3% 産業ガス・溶材事業 124,000 111,863 12,136
産業ガス関連事業 112,091 140,784 △ 28,693 △ 20.4% 電子・機械事業 24,000 12,873 11,126
ﾏﾃﾘｱﾙ・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連事業 108,605 140,866 △ 32,261 △ 22.9% マテリアル事業 115,000 93,560 21,439
その他の事業 11,432 13,636 △ 2,204 △ 16.2% 自然産業事業 25,000 22,493 2,506

営業利益 13,732 9,729 4,002 41.1% その他 16,000 14,157 1,842

ｴﾈﾙｷﾞｰ等生活関連事業 14,219 3,926 10,293 262.2% 営業利益 14,700 13,732 967

産業ガス関連事業 3,748 7,285 △ 3,536 △ 48.5% 総合エネルギー事業 9,100 11,812 △ 2,712

ﾏﾃﾘｱﾙ・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連事業 522 3,355 △ 2,832 △ 84.4% 産業ガス・溶材事業 3,800 2,682 1,117

その他の事業 887 1,143 △ 255 △ 22.4% 電子・機械事業 400 △ 783 1,183

消去又は全社 △ 5,645 △ 5,980 334 - マテリアル事業 2,300 688 1,611

自然産業事業 800 961 △ 161

その他 △ 1,700 △ 1,630 △ 69

※新セグメント移行に伴い、当期実績を組替えしたうえ、比較表示しております。

※「その他」は、「その他の事業」と「消去又は全社」の合計を表示しております。

（単位：百万円）
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【LPガス輸入価格の推移】

１．セグメント情報

<連結>

当期 前期 増減 増減率 当期 前期 増減 増減率

売上高 555,477 681,376 △ 125,899 △ 18.5%

ｴﾈﾙｷﾞｰ等生活関連事業 323,348 386,088 △ 62,740 △ 16.3%

ＬＰガス 213,919 267,630 △ 53,710 △ 20.1% 2,753 2,874 △ 121 △ 4.2%

国内 民生用 154,955 182,429 △ 27,473 △ 15.1% 1,711 1,768 △ 57 △ 3.2%

工業用 20,441 29,194 △ 8,753 △ 30.0% 296 316 △ 20 △ 6.5%

海外 38,522 56,006 △ 17,483 △ 31.2% 745 789 △ 43 △ 5.5%

ガス以外の商品 109,428 118,458 △ 9,029 △ 7.6%

産業ガス関連事業 112,091 140,784 △ 28,693 △ 20.4%

各種産業用ガス 69,538 76,161 △ 6,622 △ 8.7%

ガス以外の商品 42,552 64,623 △ 22,070 △ 34.2%

ﾏﾃﾘｱﾙ・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連事業 108,605 140,866 △ 32,261 △ 22.9%

その他の事業 11,432 13,636 △ 2,204 △ 16.2%

※国内民生用LPガスのうち、バーター取引は、前期と比べ19千トン増加しております。

<単独>

当期 前期 増減 増減率

売上高 408,967 503,654 △ 94,687 △ 18.8%

総合エネルギー 230,588 283,127 △ 52,538 △ 18.6%

産業ガス・溶材 106,384 129,679 △ 23,294 △ 18.0%

電子・機械 11,753 19,688 △ 7,934 △ 40.3%

マテリアル 48,367 58,437 △ 10,070 △ 17.2%

自然産業 11,873 12,722 △ 849 △ 6.7%

売上数量  (単位：千㌧）売上金額　（単位：百万円）

売上金額　（単位：百万円）
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２．販管費の主な増減内訳
（単位：百万円）

連結 単独
当期 前期 増減 当期 前期 増減

運搬費 20,284 22,402 △ 2,118 9,859 11,140 △ 1,281
貸倒引当金繰入額 557 42 515 201 11 190
給料手当及び賞与 30,815 31,510 △ 695 8,504 8,774 △ 270
賞与引当金繰入額 3,737 3,837 △ 99 1,708 1,829 △ 120
退職給付費用 2,458 2,769 △ 311 1,625 1,658 △ 32
役員退職慰労引当金繰入額 214 177 37 - - -
減価償却費 11,053 10,559 494 3,824 3,896 △ 72
賃借料 9,280 10,094 △ 814 6,395 6,584 △ 189
支払手数料 7,978 8,220 △ 242 6,643 7,069 △ 425
のれん償却額 1,992 1,873 119 9 54 △ 45
その他 31,099 31,087 12 13,401 14,217 △ 816

計 119,472 122,574 △ 3,102 52,173 55,238 △ 3,064

３．投融資の状況
（単位：百万円）

連結 単独
当期 前期 増減 当期 前期 増減

投資（投資有価） 34,513 33,078 1,435 55,642 55,069 573
       （評価差額等） 4,554 67 4,486 4,317 60 4,257
融資（貸付） 3,039 3,460 △ 420 16,721 16,683 37

計 37,553 36,538 1,015 72,363 71,753 610
       （評価差額等） 4,554 67 4,486 4,317 60 4,257
（注） 評価差額等は、外書きで、その他有価証券の評価差額金であります。

４．設備投資の状況
（ 単位：百万円） 

当期 前期 次期計画 当期 前期 次期計画
設備投資 13,234 12,983 12,600 6,882 2,966 4,500

総合エネルギー事業 4,981 3,279 4,024 2,491 1,141 1,880
産業ガス・溶材事業 4,562 5,048 3,823 1,252 1,528 1,025
電子・機械事業 38 43 272 24 11 260
マテリアル事業 449 1,036 460 0 25 20
自然産業事業 166 158 91 3 - -
その他 3,036 3,416 3,930 3,109 260 1,315

減価償却費 （有形固定資産） 11,479 11,996 11,800 2,828 2,987 2,800
（注） 新セグメント移行に伴い、当期実績・前期実績を組替えしたうえ、比較表示しております。
（注） 「その他」は、「その他の事業」と「消去又は全社」の合計を表示しております。

５．債務保証の状況
（ 単位：百万円） 

連結 単独
当期 前期 増減 当期 前期 増減

関係会社 1,835 1,510 324 1,595 1,236 359
その他の会社 - 93 △ 93 - 66 △ 66
ローン関係 34 40 △ 5 0 1 0

計 1,870 1,644 225 1,596 1,304 292

６．従業員の状況

連結 単独
当期 前期 増減 当期 前期 増減

従業員数（名） 7,636 7,707 △ 71 1,152 1,159 △ 7

連結 単独
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